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災害復旧期には，物資調達行動や救援物流のために平時と異なる交通需要が発生する．交通ネットワークは
平時の交通需要を考えて形成されており，平時と異なる大きな需要による混雑への影響は大きい．混雑緩和に
は事前に復旧期の交通需要を想定したネットワーク計画が必要となるが，そもそも復旧期の交通需要の観測は
困難であり，その特性も明らかではない．そこで本研究では，混雑統計データにより取得されたゾーン別滞在
人口データを用いて，復旧期の交通需要の特徴を明らかにする．具体的には，熊本地震の発生前後 2週間の滞
在人口分布に対して，時空間分析を行う．滞在人口の粗密には複数の要因が寄与しており，その複数の要因の特
徴を分離して捉えるため，時空間相関を考慮した独立成分分析を分析手法として用いる．この分析結果と被災
状況や土地利用を比較することで，災害復旧期の滞在人口の粗密の要因を明らかにする．

Key Words: Spatial statistics, Mobile phone traffic, Refuge management

1. はじめに

災害復旧期には被害状況によって平時とは異なる交

通行動が発生する．そのため，平時の交通需要を想定

した交通網では交通混雑が生じる可能性が高い．実際，

熊本地震発災直後には，道路の損傷による代替ルート

の使用，住居・インフラ被害による必要物資の確保な

どの行動による渋滞が確認されている1)．災害復旧期の

渋滞は救援物資輸送や経済活動回復の遅滞につながる

ため，交通需要を予測し渋滞を防ぐ必要がある．その

ために，災害復旧期に生じる交通現象を予測すること

が求められている．しかしながら，災害復旧期には平

時とは異なる住民行動や物流が生じ，移動者にとって

は予測の難しい交通現象が実現する．したがって，平

時の均衡状態を前提とした交通モデルをそのまま適用

することはできない．また，災害により生じるネット

ワークの損壊や住宅被害自体が不確実であることも予

測をより困難にする．そうした中で，わが国では，東

海・東南海トラフ地震などの大規模災害の発生が予想

されており，災害復旧期特有の交通状況を想定する交

通モデルや交通シミュレーションの構築が必要となる．

特に，車両移動といった物理的現象，経路選択や交通

手段選択といった意思決定基準が明確な行動は平時の

モデルをベースに構築できるだろうが，交通需要や目

的地選択は平時とは大きく異なる．加えて，交通需要

の変化がネットワーク上の混雑に与える影響は非常に

大きい．しかしながら，交通需要予測モデルを構築す

るための基礎となる災害復旧期における行動特性自体

も明らかでない．これは，災害発生の稀少性，復旧期

の行動データの収集の困難性，人命に関わる避難行動

に比べて復旧期の行動への注目の低さ，被害規模や地

域特性による行動の違いなどといった様々な理由が考

えられよう．本研究では，災害復旧期の交通需要予測

へ向けて，被害状況がもたらす交通行動への影響を明

らかにすることを第一の目的とする．

交通行動を分析するにあたり，被災者の行動を直接

把握することのできるOD（起終点）交通量データを分
析することが望ましいが，災害時は明確に OD交通量
を把握できるデータが存在しない．代わりに，本研究で

は携帯 GPSから集計されたゾーン別滞在人口データを
用いる．携帯 GPSから取得されるデータは，平常時の
行動だけでなく災害時などの異常状態においても記録

されるため，近年災害時の行動分析に活用されつつあ

る2)3)．また，GPSデータは平時の動的な需要予測への
利用も検討されており，Ge and Fukuda4) は過去の交通

調査のデータと，データの取得が容易な携帯 GPSデー
タを用いて，交通需要を予測する手法を提案している．

携帯電話が普及し，位置情報の取得が可能となってお

り，GPSデータ活用への期待は大きい．
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しかし，本研究で用いるゾーン別滞在人口データは携

帯GPSから集計される段階で人々の移動を追うことはで
きなくなり，そのままで行動特性を把握することは難し

い．このような滞在人口データから災害後の行動を分析

する研究はいくつか行われてきた5)6)7)．これらは滞在人

口の特徴をいくつかの成分として抽出することで，行動

特性を分析している．本研究では滞在人口分布の特徴を

抽出するため，空間統計分野の新しい手法である Spatial
colored independent component analysis(scICA)8)9) を用

いる．この手法は既存の分析手法と異なり，時空間上の

相関を考慮した上で成分を抽出するため，時空間データ

である滞在人口の分析に適している．本研究では scICA
によって抽出された成分それぞれについて人口集中要

因を推定し，その上で，震災復旧に関係する成分を取

り出し，被災に関するデータとの相関を分析する．こ

れらの分析により，被災復旧状況と滞在人口の時空間

上の相関を明らかにすることが本研究の目的である．

本論文の構成は以下のとおりである．2.では分析の
流れと具体の分析手法を示す．3.では使用するデータ
の概要と補正について述べる．4.では時空間上の相関
を考慮した独立成分分析 (scICA)による分析結果を示
す．平時の滞在人口データに scICAを適用することで
この分析手法の有用性を示した上で熊本地震後のデー

タを分析し，災害被害・復旧と滞在人口の関係を明ら

かする．5.は本論文の結論である．

2. 分析方法

(1) 分析の流れ

分析の大きな流れを図–1に示す．本研究で用いる滞在
人口データは，携帯 GPSから集計されたデータである
という特性上，個人情報保護のため秘匿された値（NA）
が存在する．そこで，本研究では分析の前に滞在人口

の度数分布の欠損から NAの補完を行う．次に，分析
する成分数を決定したうえで scICAを行い，滞在人口
分布の特徴を抽出する．これにより得られる成分ごと

の時間の波，空間分布から，成分ごとの特徴を考察す

る．最後に，scICAから得られる空間分布と地理デー
タによって重回帰分析を行い，滞在人口分布の粗密の

要因を推定する．

(2) 時空間相関を考慮した独立成分分析

滞在人口データは時間・空間の両方の広がりがある多

次元データであるため，そのままでは分析が困難であ

る．そこで本論文では分析手法として scICAを用いる．
これは時空間相関を考慮した独立成分分析を意味して

おり，多変量（多次元）のデータから隠された因子や成

分を見つけ出すための手法である．元のデータが持つ
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図–1 分析の流れ

特徴を有する形で次元の圧縮を行うことで，データの

本質的な構造を理解しやすくすることができる．具体

的には，観測された変量 x（次元数 p）を変量 S（次元

数 n）へと変換する行列W を求める．（式 (1)）実際に
は観測回数（t = 1, 2, . . . , T）の分だけ式が存在し，全

てに共通のW を推定する．
S1 (t)

S2 (t)
...

Sn (t)

 = W


x1 (t)

x2 (t)
...

xp (t)

 (1)

S：変換された変量（n次元），x：観測されたデータ

（p次元），t：標本番号

独立成分分析の場合，変換された変量 S が独立とな

るように変換を行う．これにより，もともと p次元あっ

たデータが n次元の変量で記述できる．また，独立成分

分析によく似た分析方法として主成分分析がある．主

成分分析はデータが正規分布に従う場合のみ独立な成

分に変換することができる手法であり，正規分布に従

わないデータについては無相関な成分に変換するにと

どまる．滞在人口の時空間分布は，正規分布には従って

おらず，本研究の分析では独立成分分析を発展させた

scICAを用いることとした．
scICA では，この独立成分分析の変量 S に空間上

の共分散を導入する．具体的には，対象空間 D =

{s = (u, v)′}，u ∈ Z2 における共分散関数 Cs (u)は式
(2)となる．

Cs (u) = Cov (S (s + u) , S (s)) , ∀s ∈ D (2)

また，変量 S のスペクトル密度はフーリエ変換を用い

て，式 (3)で定義できる．

fs (ω) =
1

(2π)
2

∑
n∈Z2

C(u)e−iu′ω

ω ∈ Π2 = [−π, π]× [−π, π]

(3)

よって，変量 S の共分散とスペクトル密度の関係は式
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(4)で表される．

Cs (u) =
∫
Π2

fs (ω) eiu
′ωdω (4)

ここから，Whittle likelihood を最大化することによっ
て，パラメータを推定する．

scICAを適用することにより，時空間上の相関を考慮
した形で特徴的な成分を取り出すことができる．ただ

し独立成分分析においては，分析前にいくつの独立成

分に分離するかを定めなければならない．しかし，独

立成分分析において成分数の決定に関して一般的な基

準が存在しないため，本研究では一度適当な数に分離

したのち，判読性などの観点から妥当と考えられる成

分数を選定し分析を行う．

また，分離した結果からは式 (1)のW に該当する成

分ごとの時間の波，S に該当する空間分布が得られる．

時間の波の推移の特徴を見ることで，その成分が示す

人口分布の時間推移が分かり，空間分布からは時間の

波の振幅の倍率，つまり各メッシュが時間の波の特徴を

有している程度が分かる．本論文では，時間の波の推

移の特徴から，その成分が示す人口分布の特徴を推測

し，空間分布と地理データを比較することで，その解

釈を確認する．なお，scICAの計算には，Rのパッケー
ジ scICAを用いる．

(3) 独立成分の時空間データによる回帰分析

scICAの空間分布に対して定量的な分析を行うため，
重回帰分析を行う．成分ごとの空間分布を被説明変数，

他の地理データ（人口分布，土地利用や被災状況）を説

明変数として線形回帰することで，成分と地理データ

との関係を明らかにする．以下，適用する回帰分析の手

法を説明する．回帰分析の結果から得られる係数の大

きさによって回帰分析に対する影響を比較するため，全

ての変数は平均 0，分散 1となるよう標準化する．また，
説明変数の選択は変数増減法 (stepwise forward selection
method)10) を参考に次のように行う．

1. 震災前・震災後それぞれ候補となる説明変数群を
設定する．

2. 定数項のみから始め，AICが最善となるように一
つずつ説明変数を増加・減少させる（AICによる
変数増減法）．

3. AICが改善しなくなったところで止める．
4. 続いて，説明変数のうち 1％有意でないものを t値
が 0に近い順に一つずつ除いていく．

5. 全ての説明変数が 1％有意となったところで終了．
これにより，説明変数のうちそれぞれの成分に有意に働

いているものを選ぶことができ，係数を見ることで影

響の大きさが比較可能である．また，有意とならなかっ

た変数は，その成分への影響が小さいことが分かる．

3. データの概要

本研究では熊本県のデータを扱う．熊本県を中心と

して，2016年 4月中旬にマグニチュード 7を超える巨
大な地震が発生し，大きな被害が生じた．具体的には，

2016年 4月 14日 21時 26分，4月 16日 1時 25分の
二度にわたり最大震度 7の地震が観測され，避難者数
は最大で 18万人にのぼり，負傷者は 1652人，建物の
損壊は 8万棟以上であった11)．今回は，この 2016年熊
本地震に関する滞在人口データ，被害データとともに，

熊本県の基本的な地理データを用い，分析を行う．

(1) 滞在人口データ

本研究では滞在人口データとして，株式会社ゼンリ

ンデータコムが販売している「混雑統計 R⃝」データを用
いる．混雑統計データは，NTTドコモが提供する「ド
コモ地図ナビ」サービスのオートGPS機能利用者より，
許諾を得た上で送信される携帯電話の位置情報を，NTT
ドコモが総体的かつ統計的に加工を行ったデータであ

る．位置情報は最短 5分毎に測位されるGPSデータ（緯
度経度情報）であり，性別・年齢等の個人を特定する情

報は含まれない．今回はこの混雑統計から，1時間当た
りの滞在人口密度を示す混雑度データを用いる．具体

的に混雑度とは，測位された人数に対して滞在時間を

掛け合わせ，さらに人口に合わせる形で拡大率を掛けた

ものとなっている．また，測位人数が少ない場合には混

雑度が秘匿（NAとして処理）される．本研究では分析
の空間的な精度を踏まえた上で，NAを極力少なくする
ため，1kmメッシュ内の滞在人口として集計されたデー
タを用いる．分析対象とする期間は震災前後の 1か月
間，2016年 4月 1日～30日である．scICAにおいては
長方形の領域の分析が容易であるので，分析範囲を熊本

市や益城町を中心とする 1152メッシュ（36行× 32列

）に限定した．

(2) NAの補完

NAの補完方法を説明する．観測された混雑度の度数
分布を両対数グラフに示す（図–2）．混雑度の度数分布
はおよそ混雑度 1000を頂点とする分布である．実際に
は，混雑度の値が小さくなるほど度数は多くなるべき

であり，1000以下の混雑度に関しては NAによる欠損
が生じていると推測できる．そこで，NAを補完する混
雑度を求めるため，1000を起点として図 2の補正のよ
うに直線を引く．直線の傾きは補正により増える度数

と NA観測数が等しくなるように設定する．以上の操
作により，NAを補完すべき混雑度とその度数を得る．
今回は 0から 1000の範囲において，その度数分布の重
み付き平均をとり，全ての NAに一律で 93という数値
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図–2 混雑度の度数分布

を与えることとする．以降では，このNA補完を行った
滞在人口分布を用いて分析を行う．

(3) 地理データ

本研究では，scICAにより得られる空間分布と熊本
県の地理データの回帰分析を行う．説明変数として用

いる地理データを表–1に示す12)13)14)15)．震災前で回帰

分析を行う場合は震災前データ群を，震災後で回帰分

析を行う場合は震災前・震災後両方のデータ群から大

規模店舗数を除いたものを使用する．この大規模店舗

数とは 2016年 7月までに届けが出された大型小売店の
うち，店舗面積が 5000m2以上のものであり，震災後の

分析期間中はほとんどが開店していないため，震災後

の変数からは除いた．また，被害データとして用いた

避難所，給水所，災害トイレは 4月 21日時点での運営
情報であり，スーパーマーケットは 18日時点での開店
店舗である．電気，水道の破損率は対象地域で電気が

使用できなかった割合，または断水割合の震災後 1週
間（4月 17日～23日）の平均を使用する．

4. データ分析

分析にあたって，まず scICAを滞在人口分布の分析
に適用することの有効性を確認するため，震災前のデー

タを用いて分析を行う．その上で，震災後のデータに

も適用する．

(1) 震災前の分析結果

a) 成分数の決定

震災前（4月 1日～13日）のデータに対して分析を
行った．ただし，scICAにおいては分離する成分数の
指定が必要であり，その数によって分析結果は異なる．

本節では成分数を 3から 6まで変化させて分析した結
果を示す．scICAにより得られた成分は，それを再び合

表–1 地理データ

平均 分散

震災前

人口総数 897 1891
従業者数 382 1358
大規模店舗数 0.043 0.29
文化施設数 0.40 1.36
道路面積 (m2) 7354 21482
鉄道面積 (m2) 4123 14945
震災後

震度 5.32 0.61
住宅倒壊数／人口 0.043 0.28
電気破損率 0.025 0.060
水道破損率 0.32 0.28
避難所数 0.48 0.96
給水所数 0.10 0.36
災害トイレ数 0.072 0.35
銭湯数 0.027 0.18
スーパーマーケット数 0.090 0.42

図–3 震災前：RMSE

成することにより観測値を推定することができる．そ

こで，それぞれの結果に対して，第 1成分までで推定
されるもの，第 2成分までで推定されるもの…，とい
う形で推定値を求め，観測値と比較を行う．観測値に

対応する推定値と，そこから得られる平均二乗誤差平

方根（RMSE:Root Mean Squared Error）を図–3に示す．
このグラフは 2成分から 6成分に分けた場合に，それ
ぞれ成分数を増やしていくと RMSEがどのように変化
するかを表す．分析する成分数を増やせば RMSEが小
さく，つまり再現性が高くなっていることが確認でき

る．それぞれの成分で見ると，3，5，6成分で分析した
結果は完全に重なっており，4成分のみ異なっている．
4成分で分析したときは成分数が少ない 1，2，3成分で
推定した場合の RMSEが大きくなっており，全ての成
分（4成分）を合成すると他と変わらない RMSEとな
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表–2 震災前：回帰分析結果

成分 有意な変数 (係数) 決定係数

1 人口 (-0.73)，定数 (-0.41)，従業者 (-
0.28)，道路 (-0.06)，大規模店舗 (-
0.05)，鉄道 (-0.03)

0.94

2 従業者 (1.06)，人口 (-0.82)，大規模
店舗 (-0.17)，道路 (0.07)

0.73

3 従業者 (0.66)，定数 (0.38)，大規模店
舗 (0.11)，道路 (0.06)，人口 (0.05)

0.71

4 大規模店舗 (-0.63)，人口 (0.29)，文
化施設 (-0.12)，定数 (-0.07)

0.41

る．これより，4成分に分けた場合はそれぞれの成分の
元データへの寄与が大きいということができる．成分

数を増やすと分析の再現性は高くなるが，増やしすぎ

ると実際にはない成分まで推定してしまう恐れもある．

そこで，今回は 4成分を用いて scICAを行う．

b) 時間の波と空間分布

本節では，震災前の滞在人数の scICAで得られた 4
つの成分に対してそれぞれ考察を加える．分析により

得られた時間の波，空間分布を図–4に示す．左の 4つ
が成分ごとの時間の波であり，右の 4つは成分ごとの
空間分布である．また，重回帰分析の結果を表–2に示
す．これは成分ごとに 1％有意となった説明変数を列
挙しており，その順番は係数の絶対値の大きさに従う．

まず，第１成分について考察する．時間の波は夜間

の絶対値が少し大きくなっているものの，-2000付近で
おおよそ一定であり，夜間を中心として時間的にあま

り変動がない人口を表していると推測できる．空間分

布については熊本中心区を中心に分布しており，人口

分布とほぼ同様である．また，重回帰分析の結果から

も，人口総数が一番大きな影響を持つ成分であること

が示された．よって，第１成分は夜間人口に関する成

分といえる．

次に，第２成分について考察する．時間の波を見る

と，昼間が高く夜間は低く出ている．特に，振幅は平

日が大きく出ていることから，第２成分は平日の昼間

人口に関する成分であると考える．また，空間分布は，

熊本市中心部の値が大きく出ており，それを取り囲む

ように低い数値が出ているが，これは昼間熊本市中心

部に周辺から人口が流入していると推測できる．重回

帰分析で有意になった変数は表–2のとおりで，昼間人
口に関係の深い従業者数が一番目で，二番目が夜間人

口となった．従業者数の係数は正で，人口総数は負で

あり，重回帰分析の結果からも第２成分が昼間人口と

夜間人口の差の成分であることが確認できる．

次に，第３成分について考察する．時間の波はピンク

色の点線で示された 8時と 16時付近の値が特に大きく
なっており，平日における通勤通学，休日における買い

物などの移動が表れているものと推測できる．これら

の行動は一日の中で時間帯により減少・増加が起こるた

め，符号を加味すると分析が難しい．そこで，図–4で
は空間上の分布を絶対値で示し，重回帰分析にも絶対

値を用いる．重回帰分析の結果から，通勤などの外出

で利用される道路が有意であり，また外出先となる従

業者数，大規模店舗数が多い地域も有意である．よっ

て，第３成分は通勤などの移動に関する成分といえる．

最後に，第４成分について考察する．時間の波は 2，
3，9，10日といった土日が負となっている．また，空
間分布では，ショッピングモールや運動公園のあるメッ

シュが特に負で大きな値を示しており，第４成分は休

日人口が集中する場所の成分であると考えられる．重

回帰分析においても，休日人口が集中する大規模店舗，

文化施設の多い地域が有意となっている．よって第４

成分は休日の昼間人口の成分といえる．

以上の分析から，震災前の平常時において，4つの滞
在人口分布の特徴がみられ，scICAを滞在人口分布の
分析に適用する有効性が確認できた．

(2) 震災後の分析結果

a) 成分数の決定

震災後（4月 17日～30日）の滞在人口について scICA
を行う．震災前と同様に，分離した成分数（２成分から

６成分）に対する RMSEを図–5に示す．震災前のよう
に特徴のある成分はなく，ほぼ同じ傾きとなっており，

成分ごとの寄与は同程度であるといえる．そこで，震

災後は，震災前の成分に加えて，震災に関係する成分

が生じる可能性が高く，震災前よりも成分数を多く指

定したい．また，6成分以上に分けた波からは特徴を読
み取るのが困難であったことも踏まえ，今回は 5成分
で scICAを行う．

b) 時間の波と空間分布

本節では，震災後の滞在人数の scICAで得られた５
つの成分に対して，成分の特徴を明らかにする．震災

後（4月 17日～30日）の scICAの分析結果を図–6に
示す．左の 5つは時間の波・右は空間分布である．重
回帰分析の結果は表–2であり，有意となった説明変数
を，係数の絶対値が大きい順に並べている．

まず，第１成分について考察する．震災前と同様に，

時間の波が-2000付近で変動が少なく，空間分布も人口
分布とほぼ同じ分布である．重回帰分析の結果も人口

総数の係数が一番大きくなっている．よって，震災後

の第１成分も，震災前と同様，夜間人口を示している．

次に，第２成分について考察する．時間の波は，震
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図–4 震災前の scICA結果：左は時間の波，右は空間分布.（「混雑統計 R⃝」 c⃝ZENRIN DataCom CO., LTD.）

図–5 震災後：RMSE

災前と同様に平日の昼間が負に大きくなっている．さ

らに，空間分布についても，熊本中心部が高く，周辺部

が低いという震災前と同じ傾向がみられる．重回帰分

析の結果である係数の大きさは従業者数が一番（負），

人口総数が二番（正）となっており，震災後の第２成分

も平日昼間の人口に関する成分であると考える．

次に，第３成分について考察する．時間の波は震災

前ほどの規則性は見られないが，8時 16時において大
きくなっており，震災後についても通勤などの移動を

表していると推測できる．特に，震災直後よりも時間

がたってからの方がこの傾向が見られ，復旧により移

動が回復していると解釈する．震災前と同様に空間分

布に対して絶対値を取り，重回帰分析を行うと，従業

者数や人口総数，道路といった震災前と同じ説明変数

表–3 震災後：回帰分析結果

成分 有意な変数 　決定係数

1 人口 (-0.76)，定数 (-0.42)，従業
者 (-0.26)，道路 (-0.06)，銭湯 (-
0.02)，鉄道 (-0.02)

0.94

2 従業者 (0.48)，人口 (0.66)，スー
パーマーケット (0.14)，道路 (-
0.14)

0.68

3 従業者 (0.48)，定数 (0.43)，人口
(0.17)，道路 (0.11)，震度 (0.08)，
避難所 (0.07)

0.57

4 人口 (0.43)，従業者 (-0.35)，スー
パーマーケット (-0.30)，定数 (-
0.12)，震度 (-0.12)，道路 (0.08)　

0.17

5 人口 (-0.35)，トイレ (0.25)，給
水所 (0.19)，定数 (0.15)，避難
所 (0.13)，スーパーマーケット
(0.13)，銭湯 (0.09)　

0.15

が含まれている一方，避難所と震度が新しく含まれて

いる．これは，震災後の移動先に避難所が含まれてい

たこと，震度の大きい場所に救援等の交通が生じたこ

との影響であると考える．

次に，第４成分について考察する．時間の波を見る

6



図–6 震災後の scICA結果：左は時間の波，右は空間分布.（「混雑統計 R⃝」 c⃝ZENRIN DataCom CO., LTD.）

と，夜間が高く昼間は低い．そして日単位でみると時

間の経過とともに下がっていることが分かる．ここか

ら，第４成分は震災の復旧に従う滞在人口の変動を表

す成分であると推測できる．平日休日の差がほとんど

ないことから，平日休日関係なく人が集まる場所，も

しくは平日と休日の複合的な成分であると考えられる．

重回帰分析の結果を見ると，まず一番目に基本的な夜

間人口を示す人口総数，そして次に従業者数が負で有

意となっている．これは平日に働きに出かける人が，震

災から復旧するとともに，増えていることを示してい

るといえる．次に大きな変数はスーパーマーケットで

あり，これは営業を開始したスーパーマーケットに対

して復旧が進んで生活が戻るにつれて人が集まるよう

になったことを示している．次の震度は被害が大きかっ

た地域に次第に人が戻るようになったことを示してお

り，最後の道路は震災直後，避難や救援物流で混雑し

ていた道路が次第に落ち着いていったことを表してい

ると解釈できる．決定係数は 0.17と低いが，生活の回
復を表す説明変数が有意となっている．以上から，震

災後第４成分は震災からの復旧に関する成分といえる．

最後に，震災後第５成分について考察する．時間の

波は，第４成分と同様に全体としては下がっている波

である．しかし，第４成分とは異なり，振幅が徐々に

増大している．これは，被災直後は避難所に一日中と

どまっているが，時間が経つほどに自宅へ帰還するな

どの行動を開始する，といった被災者の行動を表す成

分であると考える．重回帰分析の結果は，災害トイレ，

給水所，避難所，営業中のスーパーマーケット，銭湯と

いった震災直後に人が集中する場所が有意となってい

る．決定係数は 0.15と低いが，震災後の第５成分は被
災者の行動に相関があることが確認できた．
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5. おわりに

本論文では，scICAを用いて滞在人口分布の時空間分
析を行った．まずは，震災前について分析を行い，「１．

夜間成分，２．平日の昼間人口，３．移動，４．休日の

昼間人口」の４成分に分離，地理的な特徴と相関を確

認した．震災前の結果から十分に，scICA適用の有効
性を示した．特に，第３成分においては，移動に関す

る成分が得られており，また，空間分布と道路の相関

が確認できたことから，交通行動の把握への応用が期

待できる．

また，震災後についても同様に分析を行い，「１．夜

間人口，２．平日の昼間人口，３．移動，４．復旧に伴

う日常生活の回復，５．被災者の行動（避難所，物資

の調達）」の 5成分を確認した．震災後については，震
災前と変わらない成分と，震災後特有の成分を分離で

きた．これにより，被災者の行動特性と結びつくよう

な成分が得られ，被災者の行動特性の一端を把握する

ことができた．

以下，今後の課題を述べる．一つ目は需要予測への

応用である．今回は scICAにより滞在人口の特徴をい
くつか把握することができたが，交通需要との関係を

明らかにするまでは至らなかった．また，成分数は増

やしすぎると解釈が難しく，4，5個ほどの成分のみし
か分析できないため，行動特性の一部しか把握できな

い．今回得られた成分が，交通需要の中でどの程度の割

合を占めるのかを含めて検討が必要である．また，成

分数の決定方法にも課題がある．今回は波形を見比べ，

独立成分を合成した際の再現性を調べることで成分数

を決定した．しかし，成分数が増えた場合，今回の方法

は難しくなる．主成分分析には寄与率によって成分数

を決定する手法があるが，独立成分分析には一般的に

用いられる指標がないため，これを検討すべきである．

もう一つは回帰分析時の決定係数の問題である．震災

後の第 4，第 5成分については決定係数が低く，準備し
た地理データでは十分な説明力のある結果を得られな

かった．他の説明変数を用いた分析や，刻一刻と変わ

る復旧期の状況を踏まえた分析期間の設定，適用モデ

ルの検討が必要であろう．
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